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Q₁ 従業員慰労宴会の二次会帰途における転落死は業務
上か？
　当社は従業員350人の建設会社です。先日，工事竣工のとき，従

業員の慰労もかねて，宴会を催しました。宴会が終了してから，さ

らに20～30人の有志による二次会がもたれましたが，二次会に出席

した₁人が，二次会終了後の帰り道，川に転落し，死亡してしまい

ました。原因は泥酔によりあやまって川に転落したものです。この

場合，業務上と判断されますか。なお，宴会，二次会とも出席は強

要されていませんでしたが，宴会の費用は，全額会社が負担したも

のです。

Ａ 　結論から申しますと，ご質問の災害は業務外のものと思われます。し
たがって，労災保険の保険給付を受けることはできません。

　業務上の死傷病と認められるためには，その死傷病の発生が業務遂行中で
あったことを原則としており，かつ，その死傷病と業務との間に相当因果関係
がなければなりません。業務についていることを「業務遂行性」といい，事業
主の支配下にあれば，業務遂行性が認められますが，事業主の支配下にあって
も，労働者の行為のなかには，業務と全く関係のない私的な行為も含まれます
ので，さらに，その死傷病が業務に直接原因して発生したことが必要です。こ
れを「業務起因性」といっています。

₁ 業務上，業務外の認定
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　つまり，業務上外の判断は，業務起因性が認められるか否かですが，その業
務起因性を判断するための第₁次的判断基準として業務遂行性が認められなけ
ればなりません。
　一般によく見うけられる工事竣工などの宴会については，その宴会の目的，
内容，参加方法などから判断しなければなりません。ご質問の場合，慰労を目
的としたものであり，出席も強要されていないことから，業務ではないと考え
られます。たとえ一次会が労務管理上の必要から慣例として行われ，出席が強
要されていて業務とみなされる場合であっても，一次会から退場する時点を
もって業務終了とみなければなりません。
　しかも，ご質問の二次会は，有志によるものであり，業務とみることはでき
ません。会社がその費用を負担したといっても，全く恩恵的なもので，費用負
担の事実をもって業務とみることもできません。したがって，二次会帰途にお
ける災害は業務起因性がなく業務外のものとなります。

　

Q₂ 残業で会社の寮に泊まらせ，負傷した事故は労災
か？
　当社は印刷業を行っていますが，注文先の都合で従業員に急に残

業をしてもらうことがあります。先日も仕事の都合で印刷工員₅人

を夜11時まで働かせました。そして，遅くなったので₅人を会社の

寮に宿泊させましたが，そのうちの₁人が寮の階段から足を滑らせ

転落し，腰を打ち約₁カ月間休みました。

　このような事故は，労災扱いになるでしょうか。なお，この会社

の寮は，宿泊のため設けてあるのではなく，従業員の厚生施設とし

てのもので，会社の敷地内にあり管理人が₁人常駐していますが，

通常従業員は宿泊しておりません。

₁ 業務上，業務外の認定
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Ａ 　結論から申しますと，転落したことが，私的行為，恣意行為等でなけ
れば業務上の災害として労災扱いになると認められます。

　ご質問によれば，労災扱いについての疑問があり，それ故のご質問と思われ
ます。何故に労災扱いとすることに疑問があるのか，そこに業務上外認定の問
題があると認められますので，その辺のところから考えてみましょう。
　それは，第一に通常の業務（貴社の場合は印刷という業務）は終わっている
から，寮に宿泊し寮の階段から落ちて負傷したことは，業務と関係がないこと
であり，労災扱いにならないのではないかという考えによるものと思われます。
　したがって，業務と寮に宿泊するということの間に，何らかの結びつきがあ
れば，労災扱いになるとも考えられます。たしかに，その日の業務は残業の終
わった時点で終了していますが，残業者が夜11時まで仕事をして遅くなったと
いう理由で，寮に宿泊させたことは全く業務との関係がないわけではありませ
ん。おそらく，それは遅くなったからそれぞれの家まで労働者が帰ることは大
変だろうという使用者の配慮からなされたものと考えられます。
　ご質問の内容だけでは明らかではありませんが，寮に宿泊したのは，労働者
の恣意（自由勝手な考え）によるものとは思われません。夜の11時まで残業し
て，疲れてもいることだろうから家に帰ることは明日の労働にも支障があると
使用者は判断して，強制まで至らないとしても，寮に宿泊するよう指示したも
のと考えられます。
　そうだとすれば，それは時間外労働に伴う必然的なものであって，寮に宿泊
することは使用者の管理下にあるものと認められます。使用者の管理下にある
ものと認められるなら，それが直接通常の業務でなくても業務との関連がある
といえます。業務との関連がある以上，業務上の事由によるものと一応認めて
もよいわけです。
　しかし，業務との関連があればすべてが業務上と認められるものではありま
せん。業務との関連があるだけでは不十分なのです。その発生した事故が業務
と相当因果関係がなければならないのです。
　そこで次に問題となるのは，宿泊した寮の階段から落ちて負傷したことが，
業務との関連があるかという点です。寮に宿泊したことが時間外労働に伴うも
のとして，使用者の管理下にあるものとして認めることができても，寮の階段
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から落ちて負傷するということは，必ずしも業務との関連性があるとは認めら
れません。
　厚生労働省の行政解釈として，事業場施設内で行動中の災害あるいは事業場
施設の利用中の災害については，それが当該施設またはその管理に起因してい
ることが証明されれば，業務起因性が認められ労災事故として扱われることに
なっています（たとえば，「通路の不備による感電死」「寄宿舎浴場で入浴中の
感電死」「作業開始前の焚火による火傷」などの業務上扱い）。
　ご質問の場合，その寮の管理に起因して転落負傷災害が発生したものかどう
かが問題となるわけです。具体的には，その寮の階段から転落した原因が，階
段が滑りやすい状態になっていたとか，階段の場所の照明が薄暗かったとかの
施設の管理上の欠陥によるものでない限り，一般に業務起因性は認められない
ということになります。しかし，現在の取扱いは階段から足を滑らせて転落す
ることは，その施設の管理上の欠陥の有無にかかわらず通常あり得ることです
から，とくに施設の欠陥がなく私的行為，恣意行為等にわたるものを除き，業
務上として扱うべきだという考え方になっています。

　1 業務上，業務外の認定　　5
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